
（決算カード）

２年 人 ｋ㎡

２７年 人 人

増減率 ％ 1,685 人 1,701 人 3,050 人

5.3.31 人 26.2 ％ 26.4 ％ 47.4 ％

4.3.31 人 1,931 人 1,879 人 3,349 人

増減率 ％ 27.0 ％ 26.2 ％ 46.8 ％

Ａ 千円 千円 千円

Ｂ

Ｃ 1

2

Ｄ 3

Ｅ 4

5

Ｆ 6

 7 積立金 Ｇ 7

 8 繰上償還金 Ｈ 8

 9 積立金取崩し額 Ｉ 9

Ｊ

※ ※4ページ債務負担行為支出予定額に再掲

5 年4月1日現在）

人 円 円

（令和

水道事業 有

事   業   名

法 適

〔平均額〕

有 無

有下水道事業

収  支  額

19,150

用 の

(3,187)

〃

〔平均額〕

160,270

無

300,50039,065,000

144,487

千円

年 度 末 被 保 険 者 数
※（ ） 内は年度平均

年 度 末 世 帯 数
※（ ） 内は年度平均

9,278

1,996 (2,000)

普通会計からの繰入額

3,099

90,673

108,290

給料月額    Ｂ

39,065,000

878,000

300,500

一 人 当 た り の

69,964

292,667

130

戸別浄化槽事業

国
 

保
 

会
 

計
 

の
 

状
 

況

公
 

営
 

企
 

業
 

等
 

の
 

状
 

況
被保険者 一人当たり
医 療 費

373,773

一 世 帯 当 た り
保 険 税 調 定 額

実 質 収 支 額

被保険者一人当たり
保 険 税 調 定 額

9,226,242

214,556

144,955

244,084

△ 45,802

３    次

一人当たり平均月額
報 酬 改 定

実施年月日

4年度末残高

1,121,358

事務の共同処理状況

66,354

指定団体等の状況

31,980

就
業
人
口

区           分

国勢調査

２７年

国勢調査

２年

        〔千円〕

5,891

        〔千円〕

1,523

           〔人〕

3

245,982△ 5,769

159,000

106,100

H28.4.1

69,771

583,000

659,000

令和 3 年度

9,689,390

9,388,283

301,107

11,221

職 員 数

議　　　 員

250,000

545,000

からの繰入

普 通 会 計

239,000

現   金

土   地

議会議長

10,000

〃

市町村長

特        別        職        員        等

H30.6.19

副  町  長

土地開発基金

財政調整基金

減  債  基  金

社 会 福 祉

そ の 他

保 健 医 療

産 業 の 振 興

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

計

教 育 ・ 文 化

環 境 保 全

職員数

庁 舎 等 建 築

国 際 化 推 進

地 域 基 盤

289,886

313,715

27,385

一 般 職 員

教 育 公 務 員

うち技能労務職員

130

3

区           分

9,684,882

458,640

Ａ

△ 574,724

　　　　　　　　　　　一    般    職    員    等    

673,877

 5 実質収支

物 件 取 得

(F+G+H-I)

計

 3 歳入歳出差引額

 4 繰越すべき財源

（Ａ－Ｂ）

そ   の   他

債務負担

令和 4 年度

度以降支

  出予定 　  

 6 単年度収支

行為5年

 10 実質単年度収支

915,337

915,337

損失保証等

 2 歳出総額

12,285

13,692

△ 10.3

12,043住
基
人
口

 1 歳入総額

12,319

△ 2.2

コード番号 ０３３０３１

いわ　 て　  まち

（Ｃ－Ｄ）

岩  手  県

面     積

国
勢
調
査

人　　　　　　　　口

360.46

１ｋ㎡当

市町村名

ふりがな

34

昭和３５年１０月１日以降の合併の状況

人口集中地区人口人口密度

市 町 村 類 型

4年度交付税

種  地  区  分

１    次区    分

岩　　手　　町

Ⅲ－0

Ⅱ－1

産     業     構     造

２    次

341,100

〃

H28.8.1

区       分

344,169

支給月額   B/A

316,000

臨 時 職 員

教  育  長

副  議  長

令和 4 年度財政状況

円

円

千円

世帯

人

円

合          計

区          分

消 防 職 員

① 過疎

② 農工

③ 山村振興

４ 低開発

５ 人口急増

① ごみ

② し尿

③ 火葬場

４ 道路

５ 伝染病

６ 知的障害者施設

７ 結核予防

⑧ 消防救急

９ 職業訓練

10 山林

⑪ 介護保険

12 その他

－ 1 －



構成比 2年度 3年度 4年度

％ ％ ％ ％

16.7 14.8 16.9 △ 1.7

1.6 1.5 1.6 3.2

0.0 0.0 0.0 △ 48.9

0.0 0.0 0.0 △ 18.9

0.0 0.0 0.0 △ 47.0

0.1 0.0 0.1 31.5

3.1 2.9 3.1 △ 0.8

0.2 0.1 0.2 △ 1.7

 

0.0 0.0 0.0 438.1

0.1 0.1 0.1 16.3

0.1 0.1 0.2 △ 53.0

37.7 33.5 38.8 △ 2.6

34.6 31.6 36.5 △ 5.1

3.1 1.9 2.3 35.2

0.0 0.0 0.0 △ 19.8

0.4 0.5 0.5 △ 15.7

1.0 0.9 1.1 △ 3.7

0.1 0.1 0.1 1.8

12.4 22.7 14.3 △ 13.6

 

5.1 5.6 5.3 △ 4.5

0.1 0.1 0.1 △ 44.4

0.6 0.8 0.6 13.5

7.1 1.7 0.2 3667.0

3.1 2.4 3.1 0.0

2.5 2.4 2.4 3.0

8.0 9.8 11.3 △ 29.8

100.0 100.0 100.0 0.0

超過課税収入額 2年度 3年度 4年度

      千円 ％ ％ ％

28.5 26.0 △ 4.3

2.9 2.9 △ 7.9

58.7 61.7 △ 2.3

10.9 9.5 △ 1.4

17.6 15.3 3.9

29.8 36.5 △ 3.5

0.4 0.4 △ 1.4

3.5 3.2 4.3

6.4 6.2 5.0

0.0 0.0 △ 4.5

100.0 100.0 △ 1.7

法 人 事 業 税 交 付 金 13,560 13,560 0.1 皆増 131.0

2,622 0.0 △ 5.7

2.7

43.1

37.5298,621 3.1

1,983

16,737 0.2 △ 9.2 14.0

0.0 148.9 43.1

100.0

0.0

6,258

3.5

2.8

16.1

2,157

基準税額×

335

489,904

1,199,356

0.0

0.4

12.4

100,223

2,622

16,737

経常一般財源

千円

1,613,085

157,659

605,664

6,440

101,228

3年度

伸び率の年度別推移

61.8

構成比の年度別推移

2年度4年度

3.1

△ 21.316.4

100.0

1,221

16.7

1.6

1.0

0.1

256,728

113

3,354,053

3,354,053

地 方 交 付 税

2

688,225

41,786

113

特 別

301,107

236,870

8,477

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金 298,621

1,983

地 方 譲 与 税

自 動 車 ･ 軽 油 交 付 金

利 子 割 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

157,659

335

区            分

内    訳
303,527

3,354,053

3,657,580

決     算     額

地 方 税

普 通

配 当 割 交 付 金

1,221

8,254

62,160

577,665

6,259

236

55,645

5,482,633

408,174

44,609

997,823

45,004

1,021,397

153,815

106,598

260,084

444,364

1,613,085 1,666,648

5.1

35.8

9.5

25.3

0.1

0.0

0.6

8.0

4年度

152,747

54,655

0.4

6.6

△ 3.2

0.5

4.3

107.6

20.6

22.2

△ 13.0

△ 87.5

△ 8.9

△ 55.3

236.7

 

△ 3.7

△ 3.3

 

△ 10.3

△ 40.1

14.3

9.4

0.6

△ 6.0

0.2

134.0

△ 31.2

△ 0.7

33.4

0.4

1.7

△ 89.2

15.2

8.1

15.4

0.8

23.6

△ 23.2

△ 1.7

△ 2.2

1.0

24.0

△ 4.2

10.1

△ 4.9

3年度

％

11.4

△ 4.9

4.2△ 5.5

96.3

△ 5.6

合      計

98.8

徴        収        率

8.9

95.9

99.1

法
人
分

区      分 現年課税分 滞納繰越分

27.1

22.7 94.4

分 担 金 ･ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

財 産 収 入

99.1

2年度

％

△ 2.1

△ 0.1

25.1

内
 

訳 償 却 資 産

交 付 金

個 人 分

法 人 分

固 定 資 産 税

土 地

国 庫 支 出 金

家 屋

市町村民税

所得割

適      用      税      率      の      状      況
均
等
割

純固定資産税

均等割 ３，０００ 円市
町
村
民
税

個
人
分

入 湯 税

目 的 税 都 市 計 画 税

そ の 他

％

△ 2.1

合 計

特別地方消費税交付金

119.9

38.2

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

7,521 7,521地 方 特 例 交 付 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

交通安全対策交付金

8.9

1.3

 

△ 99.80.0 10.5

73.3

6.337.7

5.6

 

10.0

34.6 9.7

％

△ 54.80.1

12.7

％千円

1,613,085

％

市          町          村          税

7.1

区            分

3.1

2.5

地 方 債 770,959

9,684,882

６．０／１００

  １．４／１００

市町村民税

純固定資産税　６．０／１００

合   計

法人税割

合            計

決   算   額

100/75      千円

旧 法 に よ る 税

千円

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

伸び率の年度別推移

市町村名 岩　　手　　町 Ⅲ－0類型

歳                                                       入 構成比の年度別推移

自動車税環境性能割交付金 6,524 6,524 0.1 118.0 △ 1.9

1   3,000,000     4   400,000     7   130,000

2   1,750,000     5   160,000     8   120,000

－ 2 －



類型

決算額 一般財源 う ち経常 経常収 2年度 3年度 4年度 2年度 3年度 4年度

千円 千円 一般財源 支比率 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,341,458 1,173,581 1,074,134 19.4 12.9 13.9 14.5 8.7 2.3 2.8

706,608 631,487 631,487 11.4 8.6 7.1 7.7 0.7 2.9 0.2

1,270,243 480,296 466,705 8.4 11.5 15.4 13.8 4.7 26.6 △ 11.9

918,566 907,870 907,870 16.4 9.1 10.1 9.9 △ 6.4 5.0 △ 3.2

918,272 907,576 907,576 16.4 9.1 10.1 9.9 △ 6.4 5.0 △ 3.2

294 294 294 0.0 皆増 皆減 皆増

3,530,267 2,561,747 2,448,709 44.2 33.5 39.4 38.2 1.6 2.9 6.4

1,871,204 1,511,640 1,196,436 21.6 16.8 20.4 20.3 14.6 15.7 △ 2.4

60,393 29,267 22,203 0.4 0.6 0.5 0.7 58.5 △ 24.6 33.0

1,641,405 1,489,692 868,472 15.7 26.0 13.6 17.8 123.6 △ 50.2 28.1

543,103 537,470 537,470 9.7 6.4 5.4 5.9 △ 0.7 4.5 2.2

156,163 153,944 1.9 3.5 1.7 217.0 73.5 △ 52.2

119,866 119,646 1.0 1.2 1.3 0.3 11.7 8.9

728,335 612,261 584,064 10.5 7.1 7.5 7.9 1.9 1.0 3.4

4,577,366 3,916,450 2,671,175 48.2 53.4 46.7 49.7 4.5 51.7 △ 13.2

1,118,609 292,304 13.1 13.9 12.1 △ 0.1 1.2 △ 14.5

32,013 32,013 0.3 0.2 0.3 31.6 △ 18.2 45.5

993,425 207,717 12.6 13.7 10.7 △ 4.0 4.2 △ 23.1

補 助 事 業 400,995 5,959 4.1 4.1 4.3 △ 25.6 △ 3.7 3.3

単 独 事 業 592,430 201,758 8.5 9.6 6.4 11.6 7.9 △ 34.4

125,184 84,587 0.5 0.2 1.4 1582.1 △ 67.4 625.0

9,226,242 6,770,501 100.0 100.0 100.0 2.5 23.9 △ 6.8

決算額 一般財源 2年度 3年度 4年度 2年度 3年度 4年度

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

96,619 92,636 1.0 1.0 1.1 △ 2.6 △ 0.5 1.0

1,371,487 1,176,461 25.4 17.7 14.9 138.9 △ 34.0 △ 17.3

2,465,243 1,401,877 23.3 28.1 26.7 4.6 14.6 △ 6.5

704,298 568,399 5.8 7.4 7.6 8.1 22.7 0.9

3,343 643 0.5 0.1 0.0 △ 5.7 △ 88.7 △ 34.1

750,920 594,169 4.7 5.1 8.1 △ 13.0 3.5 55.5

255,215 252,879 2.5 1.8 2.8 115.8 △ 31.9 50.6

1,005,555 586,668 10.1 10.6 10.9 4.3 △ 0.7 1.1

372,913 344,575 4.3 4.2 4.0 3.3 △ 6.5 △ 5.6

1,156,899 759,737 12.8 13.7 12.5 16.9 1.7 △ 10.2

125,184 84,587 0.5 0.2 1.4 1582.1 △ 67.4 625.0

918,566 907,870 9.1 10.1 10.0 △ 6.4 5.0 △ 3.2

9,226,242 6,770,501 100.0 100.0 100.0 23.6 △ 5.0 △ 1.7

小            計

構成比の年度別推移 伸率の年度別推移

性       質       別       歳       出 構成比の年度別推移 伸率の年度別推移

内
訳

内
 
 

訳

内
訳

物 件 費

101,898

993,425

普通建設事業費

千円

36,468

330,047

  の一般財源

5,119,884千円

・歳入一般財源

・経常一般財源

4,489

59,716

4,532

17,348

7,229,141千円

農 林 水 産 業 費

  総額（歳入）

合            計

諸 支 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

教 育 費

民 生 費

衛 生 費

438,927

・経常経費充当

災 害 復 旧 費

公 債 費

商 工 費

議 会 費

総 務 費

土 木 費

消 防 費

労 働 費

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

合            計

区            分

目       的       別       歳       出

5,482,633千円

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

小            計

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

うち一部事務組合負担金

投資及び出資金･貸付金

Ⅲ－0市町村名 岩　　手　　町

元 利 償 還 金

区          分

一 時 借 入 金 利 子

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

－ 3 －



類  型

年  度
区  分
実質収支比率 交付税種地区分

4.9 5.1 4.4
一般財源比率 財政調整基金現在 千円 千円 千円

53.0 60.8 59.5 高 1,336,565 1,650,280 1,121,358
普通建設事業費 減債基金現在高
のうち一般財源等比率 19.0 23.1 20.9 113,849 111,179 108,290
地方債比率

59.8 61.6 62.6 予定額 802,156 660,358 915,337
公債費比率 基準財政需要額

6.6 6.1 6.3 4,805,162 5,092,678 5,054,957

7.0 6.5 6.7 589,962 637,495 608,218
公債費負担比率 基準財政収入額

13.8 13.6 12.6 1,583,100 1,560,192 1,700,904
起債制限比率 標準財政規模

5.5 5.2 5.7 5,369,810 5,703,894 5,540,798
債務負担比率 財政力指数

4.8 2.6 4.6 （３ヶ年平均） 0.34 0.32 0.32
債務負担行為比 積立金現在高
率 13.0 8.8 10.9 1,786,868 2,102,305 1,573,817
積立金現在高比
率 33.3 36.9 28.4 1,265,774 1,303,442 1,904,786
自主財源比率 収益事業収入額

23.5 25.0 31.6
経常一般財源比 地方債現在高
率 97.6 100.1 99.0 8,621,961 8,795,852 8,674,526
経常収支比率 （ 90.7 ） （ 85.4 ） （ 93.4 ） 政府資金 6,331,325 6,609,586 6,558,151

87.7 82.1 92.4 県貸付金 0 0 0
地方債現在高比 その他 2,290,636 2,186,266 2,116,375
率 134.1 128.1 120.0

16.8 16.6 16.6 基金現在高 16,020 16,020 16,020

7.3 7.8 8.4 7.1 7.2 7.8

29.9 24.0 29.6

       実質収支                                       一般財源                                   地方債充当額
    標準財政規模                                    歳入総額                                  普通建設事業費

     普通建設事業費のうち  　　一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）               自主財源
     一般財源等の比率                      　　普通建設事業               歳入総額

    地方債元利償還金充当一般財源（繰上償還分除く） － 災害復旧費等に係る基準財政需要額

      地方債元利償還金充当一般財源           積立金現在額
   　　　　　  歳入一般財源総額           標準財政規模

 　　地方債元利償還金充当一般財源

        債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源         　　経常的経費充当一般財源
    標準財政規模  －  災害復旧費等に係る基準財政需要額             　　経常一般財源収入額

            翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源
標準財政規模  －  災害復旧費等に係る基準財政需要額

             経常一般財源収入額                 　　地方債現在高
                 標準財政規模     一般財源等（一般財源振替分等を含む）

　　　　　　　　３年間の財政力の和 　基準財政収入額
　基準財政需要額

 　　地方債元利償還金 ＋ 地方債の元利償還金　－　元利償還金等に充てられる ＋ 普通交付税の額の基準財政需要額
    　（繰上償還分除く）　　　に準ずるもの　　　　　　　　特定財源　　　　　　　　　　　　　　に算入された地方債の元利償還金　

　　将来負担額　－　充当可能特定財源
　　標準財政規模　－　算入公債費等の額

注 １   経常収支比率欄の（      ）欄には、経常一般財源等から減税補てん債及び臨時財政対策債を除いた率を記載。
    ２   自主財源＝地方税＋分担金･負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
    ３   一般財源＝地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
                       ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

標準財政規模  －  普通交付税の額の基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金

市町村名 岩　　手　　町 Ⅲ－0

Ⅱ－1 Ⅱ－1 Ⅱ－1

2年度 3年度 4年度
区  分

債務負担行為を含
む公債費比率

災害復旧等に係る
基準財政需要額

内
 

訳

2年度 3年度 4年度
年  度

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ ヵ 年 平 均 ）

債務負担行為支出

債務負担行為限
度額

公債費の標準財政
規模に対する割合

国保会計財政調整

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 ）

    （繰上償還及び公営企業債分除く）

標準財政規模  －  災害復旧費等に係る基準財政需要額

3
　　財政力＝

    標準財政規模  －

 災害復旧費等に係　　　事業費補正により基準財政

 災害復旧費等に係　　　事業費補正により基準財政
 る基準財政需要額　　　需要額に算入された公債費

 る基準財政需要額　　　需要額に算入された公債費
の３ヶ年平均

○ 実質収支比率

○

○ 債務負担比率 ＝

○ 債務負担行為比率 ＝

○ 積立金現在高比率 ＝

○ 経常一般財源比率 ＝

○ 一般財源比率 ＝ ○ 地方債比率 ＝

＝ ○ 自主財源比率 ＝

○ 地方債現在高比率 ＝

○ 公債費比率 ＝

○ 公債費負担比率

○ 起債制限比率 ＝
－ －

－

○ 財政力指数 ＝ （ ）

○ 経常収支比率 ＝

○ 実質公債費比率＝

○ 将来負担比率＝

－ 4 －


